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丸紅情報システムズ株式会社



（単位　千円）

  

3,118,639

預 り 金

そ の 他 760,911

未 払 法 人 税 等
未 払 事 業 所 税

平成　19年 9月 30日　現在　

貯 蔵 品
110,283

511

479,278

520,635

負 債 及 び 純 資 産 合 計

株主資本

100,826

流動負債

173,399

貸　 借 　対 　照 　表

現 金 及 び 預 金

4,130,514
26,631

資 産 の 部

科 目

前 受 金

金 額

買 掛 金

142,336

1,223,422

32,242
70,175

1,841,411

299,007 その他利益剰余金

250,000
250,000

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金

資 本 準 備 金

765,660

5,353,937

2,081,489
470,000

1,611,489

2,118,639
37,150

2,235,297

71,350

負 債 合 計

22,200

施 設 利 用 権

諸 預 け 金

建 物
什 器 備 品

1,576

立 替 金

161,524

電 話 加 入 権 13,575

△ 252,980

純 資 産 合 計

無形固定資産

△ 5,636

5,353,937

606

関 係 会 社 株 式

66,407

前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

売 掛 金

流動資産

仕 掛 品

9,392

31,739

貸 倒 引 当 金

科 目

負 債 の 部

賞 与 引 当 金商 品 493,067

金 額

1,328,008

2,220,995

保 険 積 立 金 9,404

資 産 合 計

16,700そ の 他 の 投 資
△ 20,575

貸 倒 引 当 金

借 地 権

403,779

469,148
有形固定資産

固定資産

土 地

電 子 計 算 機 器
減 価 償 却 累 計 額

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 仮 勘 定

4,985
372,687
10,954

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

破 産 更 生 債 権
繰 延 税 金 資 産
敷 金 ・ 保 証 金

別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

232,540

7,000

資 本 剰 余 金

純 資 産 の 部

資 本 金 750,000

6,758
20,828未 払 消 費 税 等

退 職 給 付 引 当 金 1,809

14,302固定負債

12,493役員退職慰労引当金



（単位　千円）

△ 352,971

支払利息

-

162
△ 350,919

営業外費用

営業利益
896,246

2,578,214

543,275
6,344,582

6,887,857

　　　(自平成 19年 4月 1日　至平成 19年 9月30日）

金 額

1,234 2,416

201

科 目

営業外収益

受取利息
その他営業外収益

販売費及び一般管理費
売上総利益

1,525,551

1,998,623

1,181

△ 215,776

363

当期純利益
法人税等調整額

その他営業外費用

56,066
△ 198,626 △ 142,560

7,417

-

7,417

△ 358,336
法人税、住民税及び事業税

特別利益

税引前当期純利益
固定資産除却損

経常利益

特別損失

損　 益 　計 　算 　書

ｿﾌﾄｳｪｱ開発売上

売上高

ｼｽﾃﾑ運用業務売上原価

売上原価

ｼｽﾃﾑ運用業務売上

商品等売上

914,063
1,326,753

ｿﾌﾄｳｪｱ開発売上原価
商品等売上原価
間接原価

3,269,289

1,619,944



関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

―

―

・

・

役員退職慰労

引当金

商 品

３．たな卸資産の評価の方法

個　 別 　注 　記 　表

（１）貸倒引当金　　　

（１）

（２）

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上し
ております。

自社利用目的のソフトウェア

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（15.5年）による按分額を費用処理しております。

役員及び執行役員等への退職慰労金支払に備えるため、内規に基づく必要額を計上
しております。

会計基準変更時差異（237,660千円）については、15年による按分額を費用処理して
おります。

なお、丸紅連合厚生年金基金については、当社の拠出に対応する年金資産の額を合
理的に計算出来ないため、要拠出額を退職給付費用として処理しております。

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。

（３）

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（15年）による按分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理しており
ます。

有形固定資産　　定率法によっております。

ソフトウェア

（１）

賞与引当金

（４）

無形固定資産　　

（追加情報）
平成19年度の法人税法改正を受け「減価償却に関する当面の監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会監査・保証実務委員会報告 第81号 平成19年4月25日）が公表されたことに伴
い、前事業年度末までに取得した有形固定資産については、償却可能限度額まで償却した
事業年度の翌事業年度以後5年間で備忘価額まで均等償却を行う方法に変更し、当中間会
計期間において前事業年度末までに償却可能限度額に達した有形固定資産については、均
等償却を行っております。これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が68千円
減少

見込販売数量に基づく償却額と、残存見込販売有効期間（2年）に基づく均等償却額との、
いずれか大きい金額を計上しております。

（２）

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

５．引当金の計上基準

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 － 時価法

退職給付引当金

個別法による原価法

販売目的のソフトウェア

個別法による原価法仕 掛 品

４．固定資産の減価償却の方法

（２）



ヘッジ手段：為替予約

為替変動リスクを減殺する目的で行っております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ方針

（２）

９．重要な会計方針の変更

為替予約等が付されている外貨建債権債務等については、振当処理を行っております。

（１）

７．ヘッジ会計

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．リース取引の処理方法

ヘッジ対象：外貨建債権債務

（３）

平成19年度の法人税法改正を受け「減価償却に関する当面の監査上の取扱い」が公表されたことに伴
い、当中間会計期間より平成19年4月1日以降に取得した固定資産については、改正後の法人税法に基
づく方法に変更しております。
これにより従来の方法に比べて営業利益、経常利益、税引前当期純利益が2,246千円減少しておりま
す。

ヘッジ会計の方法

８．消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。




